高齢者の居住ニーズに対応した住宅の確保
「サービス付き高齢者向け住宅の登録状況等について」
１　平成２３年１０月に高齢者の居住の安定確保に関する法律（高齢者住まい法）が改正され、サービス付き高齢者向け住宅の登録制度がスタートしました。
　　国土交通省・厚生労働省の共管制度であり、大阪府においても、住宅まちづくり部と福祉部が連携して事業実施しています。
〇サービス付き高齢者向け住宅は、高齢者の単身・夫婦世帯が安心して居住できる住まいとして、
・バリアフリー構造で、一定の面積・設備を有し、
・ケアの専門家による、安否確認・生活相談サービスが提供されます。
都道府県知事及び政令市・中核市の長への登録制度であり、高齢者住まい法に基づく設備の基準や提供するサービス等の登録事項の情報開示、契約前の説明が義務付けられています。
　　※上記のサービス以外に、様々なサービスが提供される場合があります。
○目標戸数
平成２４年３月に「大阪府高齢者・障がい者住宅計画（大阪府高齢者居住安定確保計画）」及び「大阪府高齢者計画２０１２」を策定し、平成３２年までに新たに登録する目標戸数を１９，０００戸としています。
２　サービス付き高齢者向け住宅の登録件数　（平成２５年１月１日時点）
	大阪府内（政令・中核市含む）
	うち大阪府所管

	２０４件：８，５６８戸
	９７件：３，４２２戸


３　サービス付き高齢者向け住宅への指導・監督
	定期報告
	国からの通知に基づき、高齢者住まい法による登録内容を継続的に把握するため、年１回　定期報告を徴収します。

	自主点検表

	入居者への良質なサービスが提供されるよう、大阪府で独自の自主点検表を作成しています。主な内容は、
・身体拘束・虐待の防止
・苦情処理の体制
・事故・感染症の防止
・非常災害対策　　等です。

	立入検査
	高齢者住まい法による登録内容や、入居者へのサービス提供の状況などを確認するため、立入検査を行います。
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